
第5章 地区の復興まちづくり 

第５章 第４章  

地区の復興まちづくり 





 

5-1 

第
５
章

地
区
の
復
興
ま
ち
づ
く
り

（１） 復興手法と地区の復興まちづくり計画 

 

 

市町村は、地区別復興手法の選択（現在位置又は移転）に伴う第二次建築制

限 （又は災害危険区域による制限）、地区の復興まちづくり計画での被災住民

等との合意形成の状況を踏まえ、復興事業の実施に向けた取組を行う。 

具体的には、大規模災害からの復興における国や県の特例措置の有無を確認

しながら、復興事業メニューを整理する。 

東日本大震災では、復興交付金（基幹事業５省 40 事業）を活用した復興ま

ちづくりが進められている。 

 

図 ５-１ 復興まちづくりのための事業制度一覧（イメージ図） 

[出典：国土交通省 HP]http://www.mlit.go.jp/report/fukkou-index.html 

手引書では､復興まちづくりにおける基幹となる事業として、｢被災市街地復

興土地区画整理事業」、｢防災集団移転促進事業｣について整理する。 

なお、他事業との連携によって、より効果的かつ効率的に被災地の復興を実

現できる場合があるため、事業連携について積極的に検討することが重要であ

る。  

地区の復興まちづくり計画では、建築制限と復興事業との関連性、復興事

業の相互連携などを考慮し、復興まちづくりにおける基幹となる事業を定め

る。 
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表 ５-１ 東日本大震災における主な復興まちづくり事業メニュー 

都市計画に関わる 

復興まちづくり 
主な事業メニュー 

市街地整備 

被災市街地復興土地区画整理事業（※） 

都市再生区画整理事業（市街地液状化対策事業） 

市街地再開発事業 

住宅市街地総合整備事業 

住宅地区改良事業 

避難所等の整備 都市防災総合推進事業 

津波復興拠点支援施設

等の整備 

津波復興拠点整備事業 

都市・地域交通戦略推進事業 

道路施設の整備 道路事業 

都市公園の整備 都市公園事業 

住宅関連施設の整備 

防災集団移転促進事業（※） 

がけ地近隣等危険住宅移転事業 

優良建築物等整備事業 

※手引書では、復興まちづくりにおける基幹事業として整理 

 

図 ５-２ 復興手法と地区の復興まちづくり計画 

  

基幹 
事業 

現在位置 

による復興 

移転 

による復興 

被災市街地復興土地区画 

整理事業の計画 

防災集団移転 

促進事業の計画 

ケースＡ ケースＢ ケースＣ 

都市計画施設等の計画 

・都市計画道路等の計画 

・都市計画公園等の計画 

・防災機能の確保 

に関する計画 

・復興の拠点となる市街地 

に関する計画 
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地区別復興手法の選択 

他の事業 
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 基幹事業のイメージ 事例 

現
在
位
置
に
よ
る
復
興 

ケ 

ｌ 

ス 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

宮城県名取市 
（p.3-48） 
宮城県女川町 
（p.3-49） 
岩手県陸前高田市
（pp.3-50～3-52） 
兵庫県神戸市 
（pp.3-56～3-58） 
熊本県益城町 
（pp.3-59～3-60） 

移
転
に
よ
る
復
興 

ケ 

ｌ 

ス 

Ｂ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宮城県仙台市 

（p.4-49） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宮城県東松島市 

（p.4-55） 

 

 

ケ 

ｌ 

ス 

Ｃ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福島県新地町 

（pp.4-61～4-62） 

 

 

 

※：被災市街地復興土地区画整理事業の概要は p.3-28 参照、防災集団移転促進事業の概要は p.4-22 参照 

図 ５-３ 復興手法による事業ケース 

被災市街地復興 

土地区画整理事業 

防災集団移転促進事業 

必要に応じ、他事業

で整備（公園等） 

移転先 

・防災集団移転促進事 

 業による基盤整備 

・既存住宅の活用 等 防災集団移転促進事業 

被災市街地復興 

土地区画整理事業 

移転先 

公共施設用地、産

業用地等として 

防災集団移転促進事業 

必要に応じ、他事業

で整備（公園等） 

移転先 

・防災集団移転促進事 

 業による基盤整備 

・既存住宅の活用 等 

被災区域 

被災区域（移転元） 

被災区域（移転元） 

被災区域（移転元） 

被災市街地復興 

土地区画整理事業 



 

5-4 

第
５
章

地
区
の
復
興
ま
ち
づ
く
り

（２） 都市計画施設等の計画 

① 都市計画道路等の計画 

 

出典：日本都市計画学会「新都市計画マニュアルⅡ【都市施設・公園緑地編】都市交通施設（Ｈ15.3）」 

  

都市計画では、都市内の道路を自動車専用道路、幹線街路、区画街路及び

特殊街路に区分し、都市計画道路として定めることができる。これらを総称

して「街路」と呼んでおり、都市計画の決定及び都市計画事業の認可等によ

り整備が可能となる。 

都市計画道路は、都市の骨格を形成するとともに、日常生活及び産業活動

を行う上で交通機能として重要な役割を果たす。また、人々が安全で快適な

都市生活を営む上で必要な防災機能や環境機能等の様々な機能も有してい

る。 

 

  都市計画道路等都市内道路の機能 

機能の区分 内容 

交通機能 

通行機能 
人や物資の移動の通行空間としての機能

（トラフィック機能） 

沿道利用機能 

沿道の土地利用のための出入、自動車の駐

停車、貨物の積み下ろし等の沿道サービス

機能（アクセス機能） 

空

間

機

能 

都市環境機能 
景観、日照、相隣等の都市環境保全のため

の機能 

都市防災

機能 

避難・救助機能 
災害発生時の避難通路や救助活動のための

通路としての機能 

災害防止機能 
火災等の拡大を遅延・防止するための空間

機能 

収容空間 

公共交通のための導

入空間 

地下鉄､都市モノレール､新交通システム､

路面電車、バス等の公共交通を導入するた

めの空間 

供給処理・通信情報

施設の空間 

上水道､下水道､ガス､電気､電話､CATV､都市

廃棄物処理管路等の都市における供給処理

および通信情報施設のための空間 

道路付属物のための

空間 

電話ボックス、電柱、交通信号、案内板、

ストリートファニチャー等のための空間 

市街地形成 

機能 

都市構造・土地利用

の誘導形成 

都市の骨格として都市の主軸を形成すると

ともに、その発展方向や土地利用の方向を

規定する 

街区形成機能 一定規模の宅地を区画する街区を形成する 

生活空間 
人々が集い、遊び、語らう日常生活のコミ

ュニティ空間 
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第 12 版 都市計画運用指針 令和５年 12 月 国土交通省 
 

～ 略 ～ 
 
②防災機能からの道路の配置 

都市内道路は災害時の避難路や延焼遮断の防災のための空間としての

機能を勘案して配置することが望ましい。避難路は、平成８年建設省告示

第 1029 号に従い、広域避難地又はこれに準ずる安全な場所へ通ずる幅員

15ｍ以上の道路又は幅員 10ｍ以上の緑道とし、避難路の沿道は、建築物の

不燃化等を図ることが望ましい。また、避難地となる公園等と一体的に計

画することが望ましい。 
 

～ 略 ～ 
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【阪神・淡路大震災での復興における道路幅員の考え方】 

阪神・淡路大震災における幅員と道路閉塞の関係では、８mを超える道路で

あれば人間の通行が可能であり、12m を超える道路であれば車両の通行が可能

であった。 

避難計画（避難者数、避難手段、沿道建物状況等）との整合検証を行うこと

で、15m に満たない場合でも避難路としての活用を検討してもよい。 

 
出典：国土交通省推薦「改訂 都市防災実務ハンドブック（H17.2）」より整理 
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【東日本大震災での復興における道路幅員等の考え方（宮城県の場合）】 

宮城県では、被災データに基づき、多重防御機能を有した道路の考え方とと

もに、避難時間確保や浸水範囲減少といった側面からその効果を示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：宮城県「宮城県における震災復興 第 4回高知県震災復興都市計画指針検討会議資料（H27.6.16」」 
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出典：宮城県「宮城県における震災復興」 H27.6.16 第 4 回高知県震災復興都市計画指針検討会議資料 
 

② 都市計画公園等の計画 

 

都市計画公園は、人々にとっては憩いや安ら

ぎの場、スポーツや文化活動、コミュニティ活

動等を通じた交流の場であるとともに、都市に

おける環境問題や防災に対応していくといった

多面的な役割を果たす。 

こうした多面的な役割を踏まえ、各市町村に

適した計画づくりを進めることが重要である。 

都市計画公園以外の公園緑地の位置づけや東

日本大震災における公園緑地の機能にも配慮す

る必要がある。 

 

 

  公園緑地の概念 

区 分 公園緑地 

施設 

緑地 

都市計画公園 都市公園法に規定するもの 

都市計画公園 

以外 

公共施設 

緑地 

港湾緑地、国民公園、児童遊園、 

条例設置の公園 等 

民間緑地 
公開空地、建築物緑化施設、 

市民緑地（人工地盤型） 等 

地域制 

緑地 

法によるもの 

特別緑地保全地区（都市緑地法）、 

風致地区（風致政令）、 

生産緑地地区（生産緑地法）、 

歴史的風土特別保存地区（古都保存法）、 

市民緑地（都市緑地法）、 

保安林区域（森林法） 等 

契約・締結によるもの 緑地協定（都市緑地法） 等 

条例等によるもの 条例に基づく緑地の保全制度 等 

 

  東日本大震災における公園緑地等の機能 

主な公園緑地等 

津波防災において求められる公園緑地等の機能 

【多重防御の一つとしての機能】 【避難路・避難地機能】 【復旧・復興支援機能】 

津波の

滅衰 

湛水の

場 

漂流

物の

補足 

避難路 避難地 
活動 

拠点 

資材置き

場等 

公

園 

海浜公園 ○ △ ○  ○  ○ 

高台公園    ○ ○  ○ 

大規模公園

（防災拠点） 
     ○ ○ 

緑

地 

防潮林 ○  ○     

緩衝緑地 ○ △ ○     

街路樹 △  ○ ○    

居久根 ○  ○     

その他の 

空き地や農地等 
 ○      

 出典：国土交通省「東日本大震災からの復興に係る公園緑地整備に関する技術的指針（H24.3）」 
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【避難段階と公園緑地の役割等】 

避難地等として必要な機能は、避難の目的や滞留時間により異なること

に留意が必要である。 

なお、避難地の規模の設定にあたっては、学校等の公共施設や津波避難ビ

ル等、対象となる施設と避難対象人口の関係を踏まえた必要な面積を設定

することが重要である。 

必要避難スペース（有効避難面積：㎡）  

＝対象避難人口（人）×有効避難単位面積※（㎡／人）  

※有効避難単位面積：現状に応じて１～２㎡／人とする。 

 

  避難路等の役割と公園緑地での対応 

避難の段階 
公園緑地 

の役割 
避難等の状況 

公園緑地・オープンスペース 

で必要な機能 

直後段階 

 

津波から緊急

に避難する生

命確保段階 

一次避難地 

・津波から早急に避難でき

る位置にあり、津波被害

から逃れることのできる

高さがある場所に可及的

速やかに避難可能 

・具体的には、高台公園や神

社の境内といった公園緑

地・オープンスペース、盛

土による嵩上げをした公

園、又は、避難ビルや避難

タワー等 

・避難の目印となるランドマーク

の設置 

・照明施設及び電源の設置、確保 

・二次避難のための避難地までの

経路案内 

・応急手当や、緊急用の飲料水や毛

布等を備蓄できる倉庫 

緊急段階 

 

支援物資が届

くまでの数日

を過ごす生命

維持の段階 

一次避難地 

（避難所） 

・一次避難地から、避難所

（公園の体育館や学校、

公民館等）に移動 

・ただし、浸水等により避難

経路が確保できていない

場合、一次避難地に孤立

する可能性有り 

・支援物資が届くまでと考えられ

る３日間程度の生活ができる食

料や飲料水、衣類や暖房器具等

が備蓄できる倉庫 

・避難所への避難経路が確保でき

ない高台公園等でも、数日を過

ごすことができる飲料水や食

料、建物やテント、仮設トイレ 

応急段階 

 

救援活動が行

われている生

活確保の段階 

広域避難地 

（避難所） 

・屋内で滞在できる施設を

有する大規模公園等や、

小規模であるがテントが

設置できる地区公園等 

・発電施設や通信施設、飲料水、雑

用水が確保できる設備等 

・仮設トイレや洗濯機等が設置で

きる設備等 

・給水車等の支援車両がアクセス

できる動線と駐車スペース 

復旧・復興段階 

 

復旧・復興活動

が行われてい

る生活再建の

段階 

広域避難地 

（避難所） 

・屋内で滞在できる施設を

有する大規模公園等や、

仮設住宅が設置できる地

区公園、大規模公園等 

・発電施設や通信施設、飲料水、雑

用水が確保できる設備等 

・仮設トイレや洗濯機等が設置で

きる設備等 

・給水車等の支援車両がアクセス

できる動線と駐車スペース 
 

出典：国土交通省「津波被害に強いまちづくりにおける公園緑地の整備に関する技術資料 Ｈ24.3）」より整理 
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③ 防災機能の確保に関する計画 

 

 

  

東日本大震災では、都市施設をはじめとする構造物の防災機能（ハード対

策）に依存することの限界が改めて認識された。 

このため、ソフト・ハードの施策を組み合わせた「多重防御」を基本とし、

計画的な防災機能の確保を図ることが重要である。 

迅速な避難や延焼拡大の防止を図るための都市施設の配置や構造は、各地

域（市町村）の実情等を踏まえ、立案する必要がある。 

特に、密集市街地の火災により延焼が拡大した地区においては、道路幅員

や公園面積のみで防災機能を確保するだけではなく、沿道の不燃化や消防防

火施設の配置等を組み合わせて、防災機能を確保する。 

 

防災都市構造のイメージ 
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【不燃化の事例】 

  地区計画で、間口率、高さの最低限度を指定した事例 

本町二・四・五・六丁目地区防災街区地区整備計画（東京都渋谷区） 

・建築物の間口率の最低限度 0.7（主要生活道路８号沿線のみ） 

・建築物等の高さの最低限度 ５m（主要生活道路８号沿線のみ） 

などがある。 

  不燃化促進のための防火地域、準防火地域の拡大等の事例 

・大阪府守口市、門真市、寝屋川市では、火災からの安全性を高めるた

め、準防火地域を従来の部分指定から、市街化区域全域（防火地域を

除く）に拡大している。 

・大阪府防災都市づくり広域計画（H21.１）では、都市防火区画を構成

する都市計画道路等の沿道に防火地域を指定する方針を掲げてい

る。 

 

ⅰ）延焼遮断帯と防火区画の計画 

都市レベルでの延焼拡大防止のために、延焼遮断帯によって分割され

た防火区画の確立を図る。 

延焼遮断帯は、「空地（道路、河川等）」、「空地と片側不燃化」、「空地と

両側不燃化」に区分し、設計風速、後背の市街地の状況、および不燃化す

る建物高さをもとに算定できる。 

 

  防火区画の計画 

防火区画の要整備区域の設定 
原則として市街化区域内である

が、火災危険性が低い区域は除

外できる。 
延焼遮断帯となりうる都市施設 道路、河川、鉄道等 

防火区画の規模 
延焼遮断帯により 60～100ha と

なるよう設定 

 
  簡便法による延焼遮断帯に関する計画指針 

空地のみで確保する場合 60～70m 程度 

空地と片側不燃化で確保する場合 35～45m 程度 

空地と両側不燃化で確保する場合 35～40m 程度 

 



 

5-12 

第
５
章

地
区
の
復
興
ま
ち
づ
く
り

 
出典：国土交通省推薦「改訂 都市防災実務ハンドブック（H17.2）」 

図 ５-４ 延焼遮断帯効果のイメージ 

 
ⅱ）既成市街地での防災性の向上に関わる計画 

都市の防災性は、十分な空地、空間の確保により向上させていくことが

基本となるが、密集市街地等をはじめとする既成市街地では、先に示した

考え方に基づく基準等を満足させることが困難な場合が多い。 

そのような場合には、災害時の初期段階での避難活動、消防活動等の円

滑化を優先とし、耐震性貯水槽、備蓄倉庫、避難施設の整備とともに、既

存防災施設の機能強化等の総合的な取組を検討する。 

事前復興まちづくり計画づくりにおいて、まち歩き点検をきっかけと

して初期消火や避難の支障要因となるブロック塀の危険性を把握するな

ど、住民が主体となって地区の防災・減災に向けた取組を進めることが望

ましい。 

 

  

空地のみで確保する場合 

空地と片側不燃化で確保する場合 

空地と両側不燃化で確保する場合 



 

5-13 

第
５
章

地
区
の
復
興
ま
ち
づ
く
り

ⅲ）津波避難等に関する計画 

津波避難等に関する計画立案では、まずは第一に人命を守るために迅

速かつ確実に避難ができる避難路、避難施設の計画が不可欠である。 

標準的な考え方や基準に固執することなく、市町村の実情等を考慮し

た計画を立案することが重要である。 

 

【浸水深と建物被害の目安（高知県）】 

出典：高知県「高知県版第 2弾 南海トラフ巨大地震による震度分布・津波浸水予測」 
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④ 復興の拠点となる市街地に関する計画 

 

 

東日本大震災により被災した多くの地域では、住宅や業務施設のみなら

ず、学校、医療施設、官公庁施設といった公益的施設も甚大な被害を受けた。

地域全体の復興の拠点として、これらの施設の機能を一体的に有する市街地

を緊急に整備し、その機能を確保することが喫緊の課題となった。 

このため、津波防災地域づくりに関する法律第 17 条に規定している一団

地の津波防災拠点市街地形成施設の枠組みを活用し、津波からの防災性を高

めるとともに、被災地の復興を先導する拠点となる市街地の形成を支援する

ため、津波復興拠点整備事業が創設された。 

一団地の津波防災拠点市街地形成施設とは、津波防災地域づくりに関する

法律第２条第 15項に規定しているように､津波による災害の発生のおそれが

著しく、かつ、当該災害を防止し、又は軽減する必要性が高いと認められる

区域内の都市機能を、津波が発生した場合においても維持するための拠点と

なる市街地を形成する一団地の住宅施設、特定業務施設又は公益的施設及び

公共施設をいい､都市計画法第 11条に規定する都市施設として都市計画に定

めることができる。 

特定業務施設 

事務所、事業所その他の業務施設で津波被災地の

基幹的な産業の振興、当該区域内の地域における

雇用機会の創出及び良好な市街地の形成に寄与す

るもののうち、公益的施設以外のもの 

公益的施設 
教育施設、医療施設、官公庁施設、購買施設その

他の施設で、居住者の共同の福祉又は利便のため

に必要なもの 

公共施設 道路、公園等、公共の用に供する施設 

 

津波復興拠点整備事業は、東日本大震災の津波により被災した地域におけ

る復興の拠点となる市街地を緊急に整備するために支援を行うものである。 

また、南海トラフ地震の津波を見据えた防災のために、社会資本整備総合

交付金（防災・安全交付金）の基幹事業として、津波防災拠点整備事業が平

成 27 年度に創設された。 
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ⅰ）津波復興拠点整備事業と津波防災拠点整備事業 

津波復興拠点整備事業と津波防災拠点整備事業は、事業の実施時点（復

興と防災）の違いがあることから、事業内容に多少違いがある。 

復興まちづくりを実践する時点では、復興の拠点となる市街地に関わ

る事業とともに､特例措置の有無を確認することが必要である。 

 

  津波復興拠点整備事業 

東日本大震災の津波により被災した地域における復興の拠点とな

る市街地（津波防災地域づくりに関する法律の「一団地の津波防災拠

点市街地形成施設」として都市計画決定されたもの（津波復興拠点）

に限る。）を緊急に整備するために支援を行う事業をいう。 

 
[出典：復興庁 HP] http://www.reconstruction.go.jp/topics/120405gaiyou.pdf 

 

  津波防災拠点整備事業 

南海トラフ地震の津波により甚大な被害が想定される地域におい

て、都市の津波からの防災性を高める拠点となる市街地（津波防災地

域づくりに関する法律の「一団地の津波防災拠点市街地形成施設」と

して、都市計画決定されたもの（津波防災拠点）に限る。）を整備す

るために支援を行う事業をいう。 

 
 

[出典：国土交通省 HP]  http://www.skr.mlit.go.jp/kaisai/demae/pdf/150303-2.pdf 

 

 



 

5-16 

第
５
章

地
区
の
復
興
ま
ち
づ
く
り

表 ５-２ 津波復興拠点整備事業と津波防災拠点整備事業の比較 

 津波復興拠点整備事業 津波防災拠点整備事業 

概
要 

東日本大震災の津波により被災した地

域における復興の拠点となる市街地（津

波防災地域づくりに関する法律の「一団

地の津波防災拠点市街地形成施設」とし

て都市計画決定されたもの（津波復興拠

点）に限る。）を緊急に整備するために支

援を行う事業をいう。 

 

南海トラフ地震の津波により甚大な

被害が想定される地域において、都市の

津波からの防災性を高める拠点となる

市街地（津波防災地域づくりに関する法

律の「一団地の津波防災拠点市街地形成

施設」として、都市計画決定されたもの

（津波防災拠点）に限る。）を整備する

ために支援を行う事業をいう。 

補
助 

（ 

交
付
金
対
象 

） 
 

○津波復興拠点整備計画策定支援 

○津波復興拠点のための公共施設等整備 

・地区公共施設 道路・公園・緑地・広場

その他の施設 

・津波防災拠点施設 津波防災まちづく

りの拠点及び災害時の活動拠点として

機能する施設 

・津波復興拠点支援施設 各種のイベン

ト、展示、余暇活動等の地域交流、子育

て支援、高齢者生活相談等、地域活力の

復興のための活動の拠点となる施設 

・高質空間形成施設 植栽・緑化施設、せ

せらぎ・カスケード、カラー舗装・石畳、

照明施設、ストリートファニチャー・モ

ニュメント等 

○津波復興拠点のための用地取得造成 

○津波防災拠点整備計画策定支援 

○津波防災拠点のための公共施設等整備 

・地区公共施設 道路・公園・緑地・広

場その他の施設 

・津波防災拠点施設 津波防災まちづ

くりの拠点及び災害時の活動拠点と

して機能する施設 

○津波防災拠点のための用地取得造成 

・地区公共施設 道路・公園・緑地・広

場その他の施設 

・公益的施設 教育施設、医療施設、官

公庁施設、購買施設、その他の施設で

居住者の共同の福祉又は利便のため

に必要な施設 

施
行
要
件 

○復興整備計画の区域内（復興交付金事

業計画の区域を除く）において定めら

れた一団地の津波防災拠点市街地形成

施設。 

○ただし、以下のいずれかを満たす市町

村の区域内に限る。 

 

イ 浸水により被災した面積が概ね 20ha

以上であり、かつ、浸水により被災し

た建物の棟数が概ね1,000棟以上であ

ること 

ロ 国土交通大臣がイの要件と同等の被

災規模であると認めるもの 

※原則として１市町村あたり２地区ま

で、国費支援の面積上限は１地区あたり

20ha までとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○次の要件を全て満たす一団地の津波

防災拠点市街地形成施設。 

○なお、計画策定、測量試験に掲げる事

業については、ロ、ハの要件に該当す

ることが見込まれ、かつ「一団地の津

波防災拠点市街地形成施設」としての

都市計画決定が見込まれる区域を含

む。 

 

イ 南海トラフ地震津波避難対策特別強

化地域の指定地域内であること。 

ロ 津波災害特別警戒区域の指定区域を

有する市町村の区域内であること。 

ハ 津波防災地域づくりに関する法律に

基づく推進計画に定められているこ

と。 

※推進計画において都市のコンパクト

化に関する方針が記載されており、津

波防災拠点に関する計画が都市のコ

ンパクト化の方針と齟齬がないと認

められるもの。 

※原則として１市町村あたり２地区ま

で、国費支援の面積上限は１地区あた

り５ha までとする。 
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ⅱ）都市計画法との関係 

一団地の津波防災拠点市街地形成施設は､都市施設として市町村が定

める都市計画とされている。 

都市計画に定めるべき事項としては、種類、名称、位置及び区域といっ

た一般的な事項に加え、一団地の津波防災拠点市街地形成施設に固有の

ものとして次の事項が必要となる。  

 

・住宅施設､特定業務施設又は公益的施設及び公共施設の位置及び敷地の

面積等  
・建築物の高さ、容積率及び建ぺい率の制限 

 
都市施設として都市計画決定された一団地の津波防災拠点市街地形成

施設については、都市計画事業の認可を受けてその整備に関する事業を

行うことが基本となる。 

 

ⅲ）嵩上げについて 

津波による浸水を防ぐために土地の嵩上げ（用地取得造成）を行う場合

には、市街地の安全確保方策について複数の施策を検討し、建設コスト・

維持管理コスト、環境配慮、高齢者への配慮等、社会的・経済的・自然的

な観点で総合的に検討を行う必要がある。 
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⑤ 様々な事業の組合せによる復興まちづくり 

 

 

東日本大震災では、著しい被害を受けた地域の速やかな復興のために、被災

した地方公共団体が自らの復興プランの下で進める地域づくりを財政面で支

援することを目的に復興交付金制度が創設された。 

復興交付金の活用により、災害復旧だけでは対応が困難な市街地の再生等の

復興まちづくりを、一つの計画の提出により一括で支援を受けることができる。

また、基幹事業や効果促進事業の全ての地方負担の手当て、基金による執行の

弾力化に活用できるなど、既存の交付金の枠を超えた極めて柔軟な制度である。 

 

【東日本大震災における復興交付金（基幹事業５省 40 事業）】 

 
出典：復興庁「東日本大震災復興交付金 基幹事業概要」 

 

市町村は、地区の復興まちづくり計画の策定（現在位置又は移転による復

興）においては、復興のための特例措置（想定）の活用とともに、様々な事

業を組み合わせて実施することにより、より効果的かつ効率的に被災地の復

興を実現できる場合があるので、これら事業との組合せを積極的に検討する

ことが重要である。 

市町村は、地区の復興まちづくり計画の策定においては、様々な事業の組

合せを積極的に検討することが重要である。 
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⑥ 都市計画区域外における復興まちづくり 

 

 

第一次建築制限及び第二次建築制限（被災市街地復興推進地域の都市計画決

定）は、都市計画事業（被災市街地土地区画整理事業など）による復興を前提

に指定する。 

都市計画区域外において復興都市計画事業を実施するためには、新たに都市

計画区域の指定が必要となるが、指定要件から被災前の指定は困難な場合が多

い。 

このため、特に津波による甚大な被害が想定される沿岸各地域で、市町村が

復興まちづくり計画を策定する際には、都市計画区域に関する手続きや事例を

確認・把握することが、「事前の準備」として重要となる。 

なお、新たに都市計画区域を指定する必要がある場合の手続きフローを示す。 

阪神・淡路大震災では、土地区画整理事業による復興を図るため、新たに都

市計画区域を指定し、復興まちづくりを進めた事例がある。 
 

【復興まちづくりのために都市計画区域を指定した事例 その１】 

■兵庫県 北淡町（富島地区）：阪神・淡路大震災 

北淡町では､縦貫道路の開通などにより今後都市化の進展が予想される

ため､震災半年前の平成６年夏ごろから「都市計画区域」の指定（町の大半

を非線引きによる都市計画区域に指定）の必要性が町広報誌などを通じて

住民に示されていた。 

阪神・淡路大震災後は震災前に行政側が描いていたシナリオをベースに、

以下のように土地区画整理事業が進められた。 

しかし、漁村型集落の空間形態を色濃く残す地区であり、集落の基本構造

と関係なく、都市計画道路や区画道路が計画されたこともあって、事業計画

をめぐり地区内での対立が続く結果となった。 

平成７年１月17日 阪神・淡路大震災 

平成７年２月７日 都市計画区域の指定 

平成７年２月９日 建築基準法第84条に基づく建築制限の指定 

平成７年２月28日～３月13日 土地区画整理事業に関する都市計画案の縦覧 

平成７年３月17日 
土地区画整理事業の都市計画決定 

（被災市街地復興推進地域） 

平成８年11月６日 土地区画整理事業の事業計画の決定 

平成20年８年10月 土地区画整理事業の事業終了（地元式典） 
 

  

都市計画区域外の地域で復興都市計画事業を実施するためには、新たに都

市計画区域の指定が必要となる。 
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東日本大震災における都市計画区域外の被災市町村での復興まちづくり事

業（復興計画）では、農林水産省所管の事業メニューを活用（漁業集落防災機

能強化事業・農山漁村地域復興基盤整備事業）している事例が多い。 

都市計画区域の変更（編入）により、防災集団移転促進事業と土地区画整理

事業を組み合わせて一体的な復興まちづくりを実施している事例がある。 

 

【復興まちづくりのために都市計画区域を指定した事例 その２】 

■岩手県 宮古市（田老地区）：東日本大震災 

田老地区では、「万里の長城」と呼ばれた防潮堤の決壊など地区の壊滅的

な被害を受け、倒壊した防潮堤の復旧とともに、防災集団移転促進事業の実

施により、被災した住宅の高台住宅団地への集団移転を図るとともに、浸水

被害にあった市街地においては、土地区画整理事業の実施により、道路、公

園等の整備や宅盤の一部嵩上げ、住宅用地、産業用地等の土地利用の集約化

を行う計画となっている。 

 

平成23年３月11日 東日本大震災 

平成23年７月 
復興に向けた計画づくりに関するアンケート

調査 

平成23年10月～ 田老地区復興まちづくり検討会 

平成24年１月 防災集団移転促進事業の大臣同意 

平成25年１月15日～29日 

復興まちづくりに関する都市計画案の縦覧 

（宮古都市計画区域の変更（田老地区の編

入）） 

平成25年３月 
土地区画整理事業の都市計画決定 

（被災市街地復興推進地域） 

平成25年５月 土地区画整理事業の事業計画の決定 
 

 

市町村は、大規模災害からの復興に関する法律第 10 条に基づく復興計画を

高知県と共同作成する場合は、同法第 12 条に基づき、都市計画区域の指定又

は変更のための関係者の協議・同意等については、同法第 11 条に基づく復興

協議会における協議を活用（ワンストップ処理）することができる。 

県（都市計画課）は､都市計画区域の指定又は変更のための関係者の協議・

同意等については、原案を土木部関係各課で構成する 「高知県復興都市計画

連絡調整会議」に諮るものとする。 
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都市計画法 
(都市計画区域) 
第五条 都道府県は、市又は人口、就業者数その他の事項が政令で定める要
件に該当する町村の中心の市街地を含み、かつ、自然的及び社会的条件並び
に人口、土地利用、交通量その他国土交通省令で定める事項に関する現況及
び推移を勘案して、一体の都市として総合的に整備し、開発し、及び保全す
る必要がある区域を都市計画区域として指定するものとする。この場合に
おいて、必要があるときは、当該市町村の区域外にわたり、都市計画区域を
指定することができる。 
２ 都道府県は、前項の規定によるもののほか、首都圏整備法(昭和三十一年
法律第八十三号)による都市開発区域、近畿圏整備法(昭和三十八年法律第
百二十九号)による都市開発区域、中部圏開発整備法(昭和四十一年法律第
百二号)による都市開発区域その他新たに住居都市、工業都市その他の都市
として開発し、及び保全する必要がある区域を都市計画区域として指定す
るものとする。 
３ 都道府県は、前二項の規定により都市計画区域を指定しようとするとき
は、あらかじめ、関係市町村及び都道府県都市計画審議会の意見を聴くとと
もに、国土交通省令で定めるところにより、国土交通大臣に協議し、その同
意を得なければならない。 
４ 二以上の都府県の区域にわたる都市計画区域は、第一項及び第二項の規
定にかかわらず、国土交通大臣が、あらかじめ、関係都府県の意見を聴いて
指定するものとする。この場合において、関係都府県が意見を述べようとす
るときは、あらかじめ、関係市町村及び都道府県都市計画審議会の意見を聴
かなければならない。 
５ 都市計画区域の指定は、国土交通省令で定めるところにより、公告する
ことによつて行なう。 
６ 前各項の規定は、都市計画区域の変更又は廃止について準用する。 

 

都市計画法施行 
（都市計画区域に係る町村の要件） 
第二条  法第五条第一項 （同条第六項 において準用する場合を含む。）
の政令で定める要件は、次の各号の一に掲げるものとする。  
一  当該町村の人口が一万以上であり、かつ、商工業その他の都市的業態
に従事する者の数が全就業者数の五十パーセント以上であること。  
二  当該町村の発展の動向、人口及び産業の将来の見通し等からみて、お
おむね十年以内に前号に該当することとなると認められること。  
三  当該町村の中心の市街地を形成している区域内の人口が三千以上で
あること。  
四  温泉その他の観光資源があることにより多数人が集中するため、特
に、良好な都市環境の形成を図る必要があること。  
五  火災、震災その他の災害により当該町村の市街地を形成している区域
内の相当数の建築物が滅失した場合において、当該町村の市街地の健全な
復興を図る必要があること。  
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【新たに都市計画区域を指定する必要がある場合の手続きフロー】

都市計画事業等の決定の流れ 都市計画区域の指定の流れ

被災情報等の収集（市町村）

被災建築物応急危険度判定調査
現地目視調査（市町村）

現地目視調査票・家屋被害の集計表の整理
家屋被害概況図の作成（市町村）

復興地区区分の検討（市町村）

第一次建築制限区域（案）の申出（市町村）

復興計画の策定（市町村復興本部）

復興方針の策定（県復興本部）

被災建築物等の状況調査（市町村）
復興地区区分の再検証（市町村）

第二次建築制限区域（被災市街地復興推進地域）
の都市計画決定（市町村）

都市計画事業などの都市計画案の作成（市町村）

都市計画案の縦覧等

都市計画審議会を経て決定の告示

都市計画区域の素案の作成（市町村）

住民説明会等

都市計画区域の原案の作成

県都市計画審議会
（県）

関係市町村の意見聴取
（県）

国土審議会
（都市地域の承認）

国土交通大臣の協議と同意

指示の告示（県）

発災後１か月以内

発災後２か月以内

地区別復興手法の選択（市町村）
〔現在位置又は移転〕

第一次建築制限区域の指定(建築基準法第84条)
第一次建築制限区域の市町村への通知（県）

 

図 ５-５ 新たに都市計画区域を指定する必要がある場合の手続きフロー 
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⑦ 地区の復興まちづくり計画の策定事例 

 

 

地域住民の参画による地区の復興まちづくり計画策定の事例として、岩手県

宮古市の事例を示す。 

 
［出典：岩手県宮古市 HP 田老地区復興まちづくり計画］

https://www.city.miyako.iwate.jp/toshi/tikuhukko_sakutei.html 

東日本大震災の被災地では、再び深刻な被害を受けることのない、安心・

安全に暮らすことのできる『まち』をつくるため、「地区復興まちづくり計画」

を地域住民の参画によって策定している。 
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［出典：岩手県宮古市 HP 田老地区復興まちづくり計画］

https://www.city.miyako.iwate.jp/toshi/tikuhukko_sakutei.html 
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［出典：岩手県宮古市 HP 田老地区復興まちづくり計画］

https://www.city.miyako.iwate.jp/toshi/tikuhukko_sakutei.html   
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［出典：岩手県宮古市 HP 田老地区復興まちづくり計画］

https://www.city.miyako.iwate.jp/toshi/tikuhukko_sakutei.html   
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［出典：岩手県宮古市 HP 田老地区復興まちづくり計画］

https://www.city.miyako.iwate.jp/toshi/tikuhukko_sakutei.html 
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［出典：岩手県宮古市 HP 田老地区復興まちづくり計画］

https://www.city.miyako.iwate.jp/toshi/tikuhukko_sakutei.html   
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［出典：岩手県宮古市 HP 田老地区復興まちづくり計画］

https://www.city.miyako.iwate.jp/toshi/tikuhukko_sakutei.html 
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［出典：岩手県宮古市 HP 田老地区復興まちづくり計画］

https://www.city.miyako.iwate.jp/toshi/tikuhukko_sakutei.html 
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［出典：岩手県宮古市 HP 田老地区復興まちづくり計画］

https://www.city.miyako.iwate.jp/toshi/tikuhukko_sakutei.html 

 
 






